
平成二十三年文部科学省令第二十二号

プログラムの著作物に係る登録の特例に関する法律施行規則

著作権法の一部を改正する法律（平成二十一年法律第五十三号）の一部の施行に伴い、並びにプログラムの著作物に係る登録の特例に関

する法律（昭和六十一年法律第六十五号）第四条、第五条第二項、第七条第一号、第十一条第二項、第十八条第一項及び第二項、第二十二

条第二項及び第二十四条並びにプログラムの著作物に係る登録の特例に関する法律施行令（昭和六十一年政令第二百八十七号）第一条及び

第五条の規定に基づき、並びに同法を実施するため、プログラムの著作物に係る登録の特例に関する法律施行規則（昭和六十一年文部省令

第三十五号）の全部を改正する省令を次のように定める。

目次

第一章　登録手続等（第一条―第七条）

第二章　指定登録機関（第八条―第二十二条）

第三章　雑則（第二十三条）

附則

第一章　登録手続等

（プログラムの著作物の複製物）

第一条　プログラムの著作物に係る登録の特例に関する法律施行令（以下「令」という。）第一条のマイクロフィルムは、日本産業規格に

該当するＡ６判マイクロフィッシュとする。

２　令第一条の磁気ディスクは、光ディスク（日本産業規格Ｘ〇六〇六及びＸ六二八一又はＸ六二四一に適合する直径百二十ミリメートル

の光ディスクの再生装置で再生することが可能なものに限る。）とする。

（プログラム登録の公示）

第二条　プログラムの著作物に係る登録の特例に関する法律（以下「法」という。）第三条の規定によるプログラム登録の公示は、次に掲

げる事項について、インターネットの利用その他の適切な方法により行うものとする。

一　登録の目的

二　登録番号

三　申請の受付の年月日（職権による登録にあっては、その登録の年月日。第十一条第一号において同じ。）

四　登録申請者の氏名又は名称及び住所又は居所

五　登録に係るプログラムの著作物の題号及び分類

（請求書の様式等）

第三条　令第二条第一項の請求書は、別記様式第一により作成しなければならない。

２　令第二条第一項の請求書は、日本語で書かなければならない。

３　令第二条第二項の資料であって、外国語で書いたものには、その翻訳文を添付しなければならない。

（磁気ディスクの改変を防止等するための措置）

第四条　令第二条第三項の文部科学省令で定める措置は、電磁的記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識することが

できない方式で作られる記録であって、電子計算機による情報処理の用に供されるものをいう。以下この条において同じ。）が記録され

た磁気ディスクの領域に他の電磁的記録を記録すること及び当該記録された電磁的記録の消去を防止する措置とする。

（記録媒体等に付す表示の方法）

第五条　令第三条第一項の文部科学省令で定める方法は、記録媒体又は当該記録媒体を封入した包装若しくは容器の表面に次に掲げる事項

を記載した書面を貼り付ける方法とする。

一　登録プログラム著作物の登録番号

二　請求者の氏名又は名称

三　請求年月日

四　法第四条第一項の証明を行った年月日

（令第四条第二号に規定する額）

第六条　第一条に規定するマイクロフィッシュに係る令第四条第二号の文部科学省令で定める額は、次の各号に掲げるプログラムの著作物

が記録されたマイクロフィッシュの枚数の区分に応じ、当該各号に定める額とする。

一　五十枚までの部分　一枚につき四千円

二　五十枚を超え二百五十枚までの部分　一枚につき千円

三　二百五十枚を超える部分　一枚につき五百円

（手数料の納付方法）

第七条　法第四条第二項及び第二十五条の規定による手数料は、法第十一条第一項の登録事務規程で定めるところにより納付しなければな

らない。

第二章　指定登録機関

（指定の申請）

第八条　法第五条第一項の規定による指定を受けようとする者は、次に掲げる事項を記載した申請書を文化庁長官に提出しなければならな

い。

一　名称及び住所並びに代表者の氏名

二　登録事務を行おうとする事務所の名称及び所在地

三　行おうとする登録事務の範囲

四　登録事務を開始しようとする年月日

２　前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。

一　定款及び登記事項証明書

二　申請の日の属する事業年度の前事業年度における財産目録及び貸借対照表。ただし、申請の日の属する事業年度に設立された法人に

あっては、その設立時における財産目録とする。

三　申請の日の属する事業年度及び翌事業年度における事業計画書及び収支予算書

四　指定の申請に関する意思の決定を証する書類

五　役員及び登録実施者の氏名及び略歴並びに一般社団法人にあっては社員の氏名又は名称を記載した書類

六　組織及び運営に関する事項を記載した書類

七　登録事務を行おうとする事務所ごとの登録用設備の概要及び整備計画を記載した書類
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八　登録事務の実施の方法に関する計画を記載した書類

九　登録事務以外の業務を行っている場合は、その業務の種類及び概要を記載した書類

十　役員のうちに法第六条第三号イ又はロに該当する者がいないことを信じさせるに足る書類

十一　その他参考となる事項を記載した書類

（登録実施者の条件）

第九条　法第七条第一号の文部科学省令で定める条件は、次の各号のいずれかに該当する者であることとする。

一　学校教育法（昭和二十二年法律第二十六号）による大学又は高等専門学校を卒業した者（同法による専門職大学の前期課程を修了し

た者を含む。）で、文化庁長官が定める研修を修了したもの

二　前号に掲げる者と同等以上の知識及び経験を有していると文化庁長官が認めた者

（登録実施者の数）

第十条　法第七条第一号の文部科学省令で定める数は、二名とする。

（実名の登録の報告）

第十一条　指定登録機関は、法第九条の規定による報告をしようとするときは、次に掲げる事項を記載した報告書を文化庁長官に提出しな

ければならない。

一　申請の受付の年月日及び登録番号

二　著作物の題号

三　公表年月日

四　公表の際に表示された著作者名（無名で公表されたときは、その旨）

五　著作物の種類

六　登録の原因

七　著作者の実名及び住所又は居所

（事務所の変更の届出）

第十二条　指定登録機関は、法第十条の規定による届出をしようとするときは、次に掲げる事項を記載した届出書を文化庁長官に提出しな

ければならない。

一　変更後の登録事務を行う事務所の所在地

二　変更しようとする年月日

三　変更の理由

（登録事務規程）

第十三条　法第十一条第二項の登録事務規程で定めるべき事項は、次のとおりとする。

一　登録事務を行う時間及び休日に関する事項

二　手数料の収納の方法に関する事項

三　登録事務の実施の方法に関する事項

四　登録実施者の選任及び解任に関する事項

五　プログラムの著作物に係る著作権登録原簿並びに登録事務に関する帳簿、書類及び資料の保存に関する事項

六　登録事務に関して知り得た秘密の保持に関する事項

七　前各号に掲げるもののほか、登録事務に関し必要な事項

２　指定登録機関は、法第十一条第一項の規定により登録事務規程の認可を受けようとするときは、その旨を記載した申請書に登録事務規

程の案を添えて、これを文化庁長官に提出しなければならない。

３　指定登録機関は、法第十一条第一項の規定により登録事務規程の変更の認可を受けようとするときは、次に掲げる事項を記載した申請

書を文化庁長官に提出しなければならない。

一　変更しようとする事項

二　変更しようとする年月日

三　変更の理由

（登録事務の休廃止）

第十四条　指定登録機関は、法第十二条の許可を受けようとするときは、次に掲げる事項を記載した申請書を文化庁長官に提出しなければ

ならない。

一　休止し、又は廃止しようとする登録事務の範囲

二　休止し、又は廃止しようとする年月日

三　休止しようとする場合にあっては、その期間

四　休止又は廃止の理由

（事業計画等）

第十五条　指定登録機関は、法第十三条第一項の規定により事業計画及び収支予算の認可を受けようとするときは、その旨を記載した申請

書に事業計画書及び収支予算書を添えて、これを文化庁長官に提出しなければならない。

２　指定登録機関は、法第十三条第一項の規定により事業計画又は収支予算の変更の認可を受けようとするときは、次に掲げる事項を記載

した申請書を文化庁長官に提出しなければならない。

一　変更しようとする事項

二　変更しようとする年月日

三　変更の理由

（役員等の選任及び解任）

第十六条　指定登録機関は、法第十四条の認可を受けようとするときは、次に掲げる事項を記載した申請書を文化庁長官に提出しなければ

ならない。

一　選任し、又は解任しようとする役員又は登録実施者の氏名及び略歴

二　選任し、又は解任しようとする年月日

三　選任又は解任の理由

２　役員の選任に係る前項の申請書には、役員として選任しようとする者が法第六条第三号イ又はロのいずれにも該当しないことを信じさ

せるに足る書面を添付しなければならない。
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（帳簿の記載等）

第十七条　法第十八条第一項の文部科学省令で定める事項は、次のとおりとする。

一　プログラム登録に係る次に掲げる事項

イ　登録の申請をした者の氏名又は名称

ロ　登録の申請の受付年月日

ハ　登録又は却下の別

ニ　却下の場合には、その理由

ホ　登録を行った年月日（職権による登録の場合に限る。）

ヘ　登録の目的

ト　登録番号

チ　登録を実施した者の氏名

二　法第四条第一項の規定による請求（以下この号において単に「請求」という。）に係る次に掲げる事項

イ　請求に係る登録プログラム著作物の登録番号

ロ　請求者の氏名又は名称及び住所又は居所並びに法人にあっては代表者の氏名

ハ　代理人による請求にあっては、その氏名又は名称及び住所又は居所並びに法人にあっては代表者の氏名

ニ　法第四条第一項に規定する利害関係を有する者に該当する事情

ホ　請求の受付年月日

ヘ　請求年月日

ト　法第四条第一項の証明（以下この号において単に「証明」という。）を行ったかどうかの別

チ　証明を行った年月日

リ　証明を実施した者の氏名

ヌ　証明手数料の額（令第四条第二号に定める額に限る。）

三　各月における著作権法（昭和四十五年法律第四十八号）第七十八条第四項に規定する請求の件数

四　各月における指定登録機関に納付された手数料の合計額

２　法第十八条第一項の帳簿は、登録事務を廃止するまで保存しなければならない。

（立入検査の身分証明書）

第十八条　法第十九条第二項の証明書は、別記様式第二によるものとする。

（参考人）

第十九条　法第二十一条第一項の聴聞の主宰者は、聴聞の期日において必要があると認めるときは、関係行政機関の職員、学識経験のある

者その他の参考人の出頭を求めて意見を聴取することができる。

（業務の引継ぎ等）

第二十条　指定登録機関は、法第二十二条第二項に規定する場合には、次に掲げる事項を行わなければならない。

一　登録事務を文化庁長官に引き継ぐこと。

二　プログラムの著作物に係る著作権登録原簿並びに登録事務に関する帳簿、書類及び資料を文化庁長官に引き継ぐこと。

三　その他文化庁長官が必要と認める事項

（公示）

第二十一条　文化庁長官は、次の表の上欄に掲げる場合には、同表の下欄に掲げる事項を官報で告示する。

一　法第五条第一項の規定による指定をしたと

き。

一　指定登録機関の名称及び住所

二　登録事務を行う事務所の名称及び所在地

三　行うことができる登録事務の範囲

四　登録事務を開始する年月日

二　法第十条の規定により届出があったとき。 一　指定登録機関の名称及び住所

二　変更後の登録事務を行う事務所の所在地

三　登録事務を行う事務所の所在地の変更を行う年月日

三　法第十二条の規定による許可をしたとき。 一　指定登録機関の名称及び住所

二　休止し、又は廃止する登録事務の範囲

三　休止し、又は廃止する年月日

四　休止しようとする場合にあっては、その期間

四　法第二十条の規定により指定を取り消し、又

は登録事務の停止を命じたとき。

一　指定登録機関の名称及び住所

二　指定を取り消し、又は登録事務の停止を命じた年月日

三　登録事務の停止を命じた場合にあっては、停止を命じた登録事務の範囲及びその期間

五　法第二十二条第一項の規定により文化庁長官

が登録事務を自ら行うこととするとき。

一　行うこととした登録事務の範囲及びその期間

二　登録事務を行うこととした年月日

六　法第二十二条第一項の規定により文化庁長官

が自ら行っていた登録事務を行わないこととする

とき。

一　行わないこととした登録事務の範囲

二　登録事務を行わないこととした年月日

第二十二条　この章の規定により文化庁長官に提出する書類は、正副二通とする。

第三章　雑則

第二十三条　法第五条第一項の規定により指定登録機関が登録事務を行う場合における著作権法施行規則（昭和四十五年文部省令第二十六

号）第六条、第十七条第二項、第十九条、第二十条第二項及び第二十三条の規定の適用については、同令第六条中「文化庁」とあるのは

「プログラムの著作物に係る登録の特例に関する法律（昭和六十一年法律第六十五号）第五条第一項に規定する指定登録機関（以下単に

「指定登録機関」という。）」と、同令第十七条第二項中「文化庁長官が指定する職員」とあるのは「プログラムの著作物に係る登録の特

例に関する法律第八条第二項に規定する登録実施者」と、同令第十九条中「文化庁長官」とあるのは「指定登録機関」と、同令第二十条

第二項中「文化庁長官の文字」とあるのは「指定登録機関の長の職氏名」と、「文化庁長官の印」とあるのは「指定登録機関の長の印」

と、同令第二十三条中「収入印紙をもつて」とあるのは「プログラムの著作物に係る登録の特例に関する法律第十一条第一項に規定する

登録事務規程で定めるところにより」とする。
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別記様式第一

別記様式第一 

プログラム登録に関する証明請求書 

 

年  月  日  

 

    文化庁長官     殿 

 

 

1 登録番号 

 

 2 請求者 

住所（居所） 
フ  リ  ガ  ナ     

    氏名（名称） 

     

代理人 

住所（居所） 
     フ  リ  ガ  ナ     

氏名（名称） 

 

 3 プログラムの著作物に係る登録の特例に関する法律第４条第１項に規定する利

害関係を有する者に該当する事情 

    

 4 添付資料の目録  

 

〔備考〕 

１ 用紙は、日本産業規格Ａ列4 番（横21.0cm、縦29.7cm）の大きさとする。 

２ 余白は、少なくとも用紙の左右及び上下におのおの2cm をとる。 

３ 「請求者」の欄の住所の次になるべく電話の番号を記載する。 

４ 「氏名（名称）」は、法人にあっては、名称とその代表者の氏名とを記載する。 

５ 「氏名（名称）」には、かたかなでふりがなをつける。 

６ 代理人によらないときは「代理人」は記載するには及ばない。 

７ 外国語の固有名詞は、ローマ字を用いて記載する。 

８ 訂正をしたときは、右の余白に訂正字数を記載する。 
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別記様式第二（第十五条関係）

別記様式第二 

表 面  

 
  

裏 面  

 プログラムの著作物に係る登録の特例に関する法律抜粋
  

  

  

第 19 条 文化庁長官は、この法律の施行に必要な限度において、指定登録 

機関に対し、その業務若しくは経理の状況に関し報告させ、又はその職 

員に、指定登録機関の事務所に立ち入り、業務の状況若しくは帳簿、書 

類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に質問させることができる。  

２ 前項の規定により立入検査をする職員は、その身分を示す証明書を携 

帯し、関係者に提示しなければならない。  

３  第一項に規定する立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたも 

のと解してはならない。  

第 31 条 次の各号のいずれかに該当するときは、その違反行為をした指定 

登録機関の役員又は職員は、20 万円以下の罰金に処する。  

  三  第 19 条第１項の規定による報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、 

又は同項の規定による検査を拒み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは 

同項の規定による質問に対して陳述をせず、若しくは虚偽の陳述をし 

 たとき。  

  

〔備考〕用紙の大きさは、日本産業規格Ｂ列８番（横 9.1cm、縦 6.4cm）とする。  
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第       号   

職     名     

氏     名     

生年月日         年       月       日生     
          年       月       日     発行     

                    文化庁長官 
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附　則

この省令は、著作権法の一部を改正する法律の一部の施行の日（平成二十三年六月一日）から施行する。

附　則　（平成二九年一〇月三一日文部科学省令第三九号）

この省令は、平成三十一年四月一日から施行する。

附　則　（平成三〇年七月三一日文部科学省令第二六号）

この省令は、平成三十年八月一日から施行する。

附　則　（令和元年六月二八日文部科学省令第八号）　抄

（施行期日）

１　この省令は、民法及び家事事件手続法の一部を改正する法律（平成三十年法律第七十二号）の施行の日（令和元年七月一日）から施行

する。

（経過措置）

３　第二条の規定による改正後のプログラムの著作物に係る登録の特例に関する法律施行規則の規定は、この省令の施行後に受付がされた

申請又は嘱託に係る登録の手続について適用し、この省令の施行前に受付がされた申請又は嘱託に係る登録の手続については、なお従前

の例による。

附　則　（令和元年七月一日文部科学省令第九号）

（施行期日）

１　この省令は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２　この省令の施行の際、現に存する改正前の様式による用紙は、当分の間、これを取り繕って使用することができる。

附　則　（令和三年五月三一日文部科学省令第二七号）

この省令は、令和三年六月一日から施行する。
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